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要約：本論文では、プロファイルへの支出を伴うコンジョイント分析で使用
された効用モデルには、「属性と支出の線形モデル」、「可処分所得と属性の
線形関数モデル」、「可処分所得の対数と属性の線形モデル」の三種類があり、
それぞれのモデルには暗黙に仮定されている効用関数があることを示す。い
ずれのモデルも心理学の主効果と可処分所得に関する部分効用の和という形
を持つため、ミクロ経済学の効用理論だけには収まらない性質を持っている。
そこで、プロファイルへの支出を伴うコンジョイント分析を対象として、効
用理論の範疇におさまる効用モデルを我々は構築した。同モデルは、選択型
コンジョイントによるパラメータ推定は不可能であるが、ペアワイズ評定型
ではパラメータ推定が可能になるという特徴を持つ。

キーワード： コンジョイント分析、支出を伴うプロファイル、効用関数、ペ
アワイズ評定型

Key Word： Conjoint Analysis, Profi le with Monetary Expenditure, Utility 
Function, Pair-wise Rating

１．はじめに

コンジョイント分析（Conjoint Analysis）とは、仮想的に与えられたプロ
ジェクトや財などのプロファイル（Profi le）に対する個人の選好分析にあたっ
て、プロファイルを構成する様々な質的および量的な属性（Attribute）
の寄与を個別に評価できる方法である。Green & Srinivasan（1978）の総
説論文によると、コンジョイント分析の原型であるコンジョイント計量法
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（Conjoint measurement）は統計学者であるLuce & Tukey（1964）によっ
て開始され、当初は計量心理学の分野で利用されていた。その後、被験者へ
の質問形式やモデルパラメータの推定方法が増えて、現在ではマーケティン
グや経済学の分野でも活発に利用されている。Green & Srinivasan（1978）
は、被験者の回答データから個人選好のモデルパラメータを推定する方法を
広くコンジョイント分析と呼ぶことを同論文で提唱し、今ではこの呼び方が
定着している。

さて、コンジョイント分析が心理学などの分野で利用される場合は金銭的
な支出を伴わないプロファイルが対象となり、効用モデルとして「主効果モ
デル」と呼ばれる属性の線形関数が仮定される。一方、マーケティングや経
済学の分野でコンジョイント分析が利用される場合、財の価格やプロジェク
トにおける負担額などの金銭的な支出がプロファイルに含まれることが殆ど
である。金銭的な支出は可処分所得を減らす効果があるので、本来はミクロ
経済学的な基礎づけを持つ効用モデルを設定することが望ましい。

プロファイルへの金銭的な支出を伴うコンジョイント分析を適応した既存
研究を調べると、第２章で記述する三種類の効用モデルが使用されている。
これらの効用モデルの選択理由をモデルの背景に仮定する効用関数（Utility 
Function）から説明することが期待されるが、第３章で説明するように既存
研究において、この期待は殆ど満たされない。そこで、我々は、三種類の効
用モデルが暗黙に仮定する効用関数を同章で求めることにする。

三種類の効用モデルに共通する点は、心理学の主効果モデルと可処分所得
に関する部分効用の和という形を持つため、ミクロ経済学の効用理論だけに
は収まらない性質を持つことである。第４章では、プロファイルへの支出を
伴うコンジョイント分析を対象として、我々はミクロ経済学の効用理論の範
疇で効用モデルを構築する。また、構築されたモデルのパラメータ推定にお
ける特徴を説明する。

なお、三種類の効用モデルは誤差項を持つランダム効用であり、誤差項の
分布関数の種類によってパラメータの推定方法は異なってくる１。誤差項に

１　誤差項には正規分布やガンベル分布が仮定される。
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関する統計学上の多くの重要な命題は既存研究で明らかにされているので、
本論文のテーマの対象外とする。

２．金銭的な支出を伴うプロファイルを対象とする

既存研究における効用モデル

本節では、プロファイルへの金銭的な支出を伴うるコンジョイント分析を
利用した既存研究で採用されたことがある３つの効用モデル、すなわち「主
効果モデル（属性と支出の線形モデル）」、「可処分所得と属性の線形関数モ
デル」、「可処分所得の対数と属性の線形モデル」を記述する。金銭的な支出
とは、プロファイルが財の場合はその財の価格、プロファイルがプロジェク
トの場合はプロジェクト実施に必要な費用の分担金や寄付金などのことであ
る。なお、主効果（main eff ect）とは心理学でよく使われる概念であり、コ
ンジョイント計量法を導入したLuce & Tukey（1964）の論文でも、効用や
選好ではなく、効果（eff ect）という用語が使われた。

まず、モデルの表記にあたって使用する記号を説明する。各プロファ
イルを j＝1,2,3,…,nj、属性 sのプロファイル jにおける水準をxjs（s＝
1,2,3,…,ns）、プロファイルjの金銭的な支出をpjと表記する。また、回答
者をi＝1,2,3,…,ni、回答者の所得をIi、属性の効果を示す係数パラメータ
をas、金銭的な支出または可処分所得に関するパラメータをb、回答者iがプ
ロファイルjを選択した時の効用をUjiと表記する。いずれの効用もランダム
効用を仮定するので、回答者iがプロファイルjを選択した時の誤差項を∊ji

と表記する。
主効果モデル（属性と支出の線形モデル）は(1)式で記述される。なお、

プロファイルjに含まれない属性の水準についてはゼロとする。

（1）Uji＝∑ns
s＝1 as xjs－bpj＋∊ji

属性アプローチを提起したLancaster（1971）では、属性の効果について
の関数形は指定されていない。心理学では各因子の水準が変わることで生じ
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る効果を主効果と呼び、通常は線形関数が用いられるので、(1)式は心理学
の主効果に準拠したモデルであると考えられる。

可処分所得と属性の線形関数モデルは(2)式で記述される。(1)式と同様に、
プロファイルjに含まれない属性の水準についてはゼロとする。

（2）Uji＝∑ns
s＝1 as xjs＋b(Ii－pj)＋∊ji

(2)式の（Ii－pj）は、プロファイルjを選択した時の回答者iの可処分所得
である。選択型コンジョイントでは(2)式をパラメータ推定に用いるが、ペ
アワイズ評定型のコンジョイント分析では、プロファイルjとプロファイル
kをそれぞれ選択した時の効用差をパラメータ推定に用いるので、

（3）Ujki＝Uji－Uki＝∑ns
s＝1 as(xjs－xks)＋b(pj－pj)＋(∊ji－∊ki)

となり、ペアワイズ評定型を用いた場合の(1)式の主効果モデルの効用差と
一致し、可処分所得がパラメータ推定に反映されない。

可処分所得の対数と属性の線形モデルは(4)式で記述される。(1)式と同様
に、プロファイルjに含まれない属性の水準についてはゼロとする。対数の
底は任意の正の実数で良い。

（4）Uji＝∑ns
s＝1 as xjs＋blog(Ii－pj)＋∊ji

ペアワイズ評定型コンジョイントにおいてパラメータ推定に用いられる
プロファイルjとプロファイルkを選択した時の効用差は(4)式で与えられる。
(4)式から、効用差をとっても、可処分所得がパラメータ推定に反映される
ことがわかる。

(5）Ujki＝Uji－Uki＝∑ns
s＝1 as(xjs－xks)＋b[log(Ii－pj)－log(Ii－pk)]＋(∊ji－∊ki)
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３．各モデルで暗黙に仮定されている効用関数

本節では、前節で記述した３つの効用モデルにおいて暗黙に仮定されて
いる間接効用関数について考察する。はじめに、コンジョイント分析を利
用した古典的な研究２において、仮定した間接効用関数に言及されている
かどうかを調べる。現在の選択型コンジョイントを開発したLouviere & 
Woodworth（1983）は(1)式の主効果モデルを用いているが、「linear cost 
coefficients（線形の費用係数）」がモデルに組み込まれると記述するだけ
であり、間接効用関数への言及はない。同じく選択型コンジョイントを用
いたGan & Luzar（1993）でも(1)式の主効果モデルが用いられているが、
「attributes are entered in linear form（属性は線形で効用に組み込まれ
る）」と記述するのみである。Mackenzie（1993）も可処分所得への影響は
認識しつつ、効用モデルには(1)式の主効果モデルを用いている。

選択型コンジョイントを用いたOpaluch et al.（1994）は(2)式の「可処分
所得と属性の線形関数モデル」を採択し、間接効用関数への言及はないもの
の、可処分所得への影響をふまえてモデル選択を行っている。同じく、選択
型コンジョイントを用いたAdamowicz et al.（1994）も(2)式のモデルを用
いているが、「we assume it has a linear form（線形効用を仮定する）」と記
述するのみであり、Adamowicz et al.（1998）も(2)式のモデルを用いてい
る。

ペアワイズ評定型のアダプティヴ・コンジョイント分析（Adaptive 
Conjoint Analysis）を開発したJohnsonは、Johnson & Desvousges（1997）
において(3)式の「可処分所得の対数と属性の線形モデル」を仮定している
が、その理由を「often is specifi ed as a simple linear function of attributes
（属性のシンプルな線形関数がしばしば仮定される）」と記述するのみであ

２　｢環境経済評価の実務｣（大野他, 2000）の第６章「コンジョイント分析｣（栗
山)、およびアダプティブ・コンジョイント分析を開発したJohnson & Desvousges
（1997）でリストアップされている欧米文献のうち、金銭的支出を伴うプロファイ
ルに対してコンジョイント分析を用いた論文を調べた。
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る。ただし、Johnson & Desvousges（1997）は、Roe et al.（1996）による
コンジョイント分析の背景にある効用関数の検討に言及し、それを参考にし
たことを述べている。Roe et al.（1996）は(2)式と(3)式の両モデルを用い
ており、(2)式の「可処分所得と属性の線形関数モデル」では暗黙に「所得
の限界効用が一定の効用関数」が仮定されていると指摘している。ただし、
（3)式の背景にある効用関数についてRoe et al.（1996）は言及していない。

さて、「所得の限界効用が一定の効用関数」とは准線形効用関数（Quasi-
linear utility function）であることがSamuelson（1942）やKatzner（1947）
によって証明されている。准線形効用関数とは、財r＝1,2,3,…,mの消費量
をqrと表記すると、直接効用関数U(q1,q2,…qm）が

（6）U(q1,q2,…qm)＝q1＋u(q2,…qm）

で定義される関数族である。(6)式のu(q2,…qm）はq2,…qmの任意関数であ
る。また、財１を価値基準財として、財の価格ベクトルをPr、所得をIと表
記すると、間接効用関数は

（7）V(Pr,I)＝v1(Pr)＋I

で与えられる。(6)式と(7)式の定数倍も准線形効用関数とみなせるので、こ
の定数をbとおくと、(7)式から所得の限界効用が一定のbであることがわか
る。回答者iがプロファイルjを選択した時の可処分所得は（Ii－pj）なので、
プロファイルjによる金銭的な支出の効果は(7)式の部分効用である(8)項と
なり、

（8）b(Ii－pj）

(2)式は属性の主効果と(8)項の和であることがわかる。(8)項において回答
者の所得の大小の効果を略すると(1)式が得られる。ただし、金銭的な支出
額pjが大きい場合は、回答者の所得の大小によって効用への影響が異なるの
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で、(1)式ではなく(2)式のモデルを用いるのが望ましい。
次に(3)式が暗黙に仮定している効用関数を検討する。コンジョイント

分析こそ使用していないが、ランダム効用関数を用いたBerry（1995）は、
(3)式がコブダグラス型効用関数（Cobb‒Douglas utility function）を仮定
していると指摘した。我々は、(3)式がコブダグラス型やCES型効用関数
（Constant elasticity of substitution function）を包含するホモセティック効
用関数（Homothetic utility function）を暗黙に仮定していると示すことがで
きる。ホモセティック効用関数とは、直接効用関数U(q1,q2,…qm）が財の消
費量ベクトルQの一次同次関数、もしくはその単調増加写像によって得られ
る関数族のことである。この時、間接効用関数は、

（9）V(Pr,I)＝I/v2(Pr）

となり、v2(Pr）は価格ベクトルPrの一次同次関数である。両辺の対数をと
る単調増加写像にかけると、

（10）log(V(Pr,I))＝log I－log(v2(Pr))

が得られ、(10)式もホモセティック効用関数となる。更に(10)式の定数倍
もホモセティック効用関数なので、その定数をbとおくと、回答者iがプロ
ファイルjを選択した時の金銭的な支出効果は、(10)式の部分効用である
(11)項となり、

（11）blog(Ii－pj）

(4)式は属性の主効果と(11)項の和であることがわかる。
これまでの検討から、以下の三つの考察が可能である。第一に、「可処

分所得と属性の線形関数モデル」で暗黙に仮定されていた准線形効用関数、
「可処分所得の対数と属性の線形モデル」で暗黙に仮定されていたホモセ
ティック効用関数、これらの効用関数はいずれもGorman Formと呼ばれる
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効用関数の群に属しており３、その間接効用関数は(12)式で与えられる。

（12）V(Pr,I)＝(I－f(Pr))/g(Pr)

(12)式のf(Pr)とg(Pr)は価格ベクトルPrの一次同次関数である。Gorman 
Form型の効用関数、もしくはその単調増加変換された効用関数のうち、
「所得の効果が将来に消費する財の価格ベクトルPrと無関係なように分離
できるもの」がコンジョイント分析で暗黙に仮定されてきた効用関数である
ことがわかる。

第二に、(2)式の「可処分所得と属性の線形関数モデル」と(3)式の「可処
分所得の対数と属性の線形モデル」は、心理学で多用される主効果モデルと
間接効用関数のうち所得に関する項（部分効用）の和という形式をとる。な
お、第２節で説明したように属性アプローチを提起したLancaster（1971）
は属性の効果についての関数形は指定しておらず、例えば片平（1984）は属
性の量的水準が正である場合に対数関数を用いることを提唱しており、この
考えに基づくと(13)式で与えられるモデルも可能である。

（13）Uji＝∑ns
s＝1 as log(xjs)＋blog(Ii－pj)＋∊ji

第三に、先に考察したように(1)式から(3)式のコンジョイント分析は主効
果モデルと間接効用関数のうち所得に関する項の和という形式をとるため、
ミクロ経済学の効用理論に収まらない性質を持つが、できるだけミクロ経済
学の効用理論の範疇におさまるコンジョイント分析の効用モデルを我々が考
えることはできないだろうか。次節では、効用理論の範疇におさまる効用モ
デルを構築する問題を検討する。

３　例えば、Varian（1992）のMicroeconomics Analysisを参照。
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４．ミクロ経済学の効用理論に基づいたコンジョイント分析の

効用モデルの検討

本節では、金銭的な支出を伴うプロファイルを持つコンジョイント分析を
対象として、効用理論の範疇におさまる効用モデルを構築することを検討す
る。このようなモデルを構築できれば、プロファイルへの金銭的な支出に
よって可処分所得への影響が大きいケースでも経済学の観点から一貫して分
析できることが期待できる。

本節で構築する効用モデルの応用範囲について、あらかじめ補足しておく。
各プロファイル（j＝1,2,3,…,nj）を選択することによって得られる属性に
は環境に係わる公共財の性質を持つものが含まれていても良い。例えば、あ
る私的財を購入して使用することにより、大気や河川という公共財の質の劣
化または改善をもたらすというプロファイルでも良い。大気の質の具体例と
しては温室効果ガスの濃度増減、河川の質の具体例としては有機物の濃度増
減などがある。私的財の１単位購入による汚染物質濃度の変化が微量な場合
は、代替的な指標として汚染物質の排出増減量を属性とすれば良い。また、
プロファイルjを選択することによって金銭的な支出のみならず収入も生じ
る場合は、支出から収入を引いた金額をpjとする。属性の水準は第二節と同
じくxjs(s＝1,2,3,…,ns）と表記するが、当面は量的な水準であると仮定す
る。

さて、プロファイルjを選択したことによる属性の効用関数をUji_A(xj）と
表記する。Uji_A(xj）をCES型と仮定して、cは0<c<1を満たす定数とすると、

（14）Uji_A(xj)＝∑ns
s＝1 as xjsc

となる。ただし、asが正となるようにxjscの符号を調整するものとする。
次に、所得Iiの回答者 iがプロファイル jを選択した後の可処分所得は

（Ii－pj）となるので、この予算制約のもとで効用が最大になるように様々
な財（ri＝1,2,3,…,mi）の消費量qriを決定するものとする。消費する財
の価格ベクトルはPriと表記する。いま、回答者iの効用関数をb(log(Uji_B
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(qri)))と表記して、Uji_B(qri）も同じくCES型効用関数であると仮定すると、
単調増加写像で得られたb(log(Uji_B(qri)))もCES型効用関数となる。この時、
間接効用関数は(15)式で与えられる。

（15）b(log(Uji_B(qri)))＝b(log(Ii－pj))－b(log v2(Pri))

プロファイルjの選択による効用とプロファイルjを選択した後の可処分
所得による消費で生じた効用の時間差による割引率をρと表記する。すると、
両者を合わせた効用Ujiは(16)式で与えられる。

（16）Uji＝Uji_A(xj)＋b(log(Uji_B(qri)))/(1＋ρ）

（14)式と(15)式を(16)式に代入すると、

（17）Uji＝∑ns
s＝1 as xjsc＋ b(log(Ii－pj))－b(log v2(Pri)) /(1＋ρ）

が得られ、(17)式がミクロ経済学の効用理論の範疇におさまるコンジョイン
ト分析の効用モデルとなる。

ここでパラメータ推定上の問題となるのは、(17)式のPriに関する情報を
我々が持っていないことである。従って、選択型コンジョイント分析では
(17)式におけるパラメータ推定は不可能である。一方、ペアワイズ評定型の
コンジョイント分析では、プロファイルjとプロファイルkをそれぞれ選択
した場合の効用差Ujkiである(18)式がパラメータ推定に用いられる。

(18）Ujki＝Uji－Uki＝∑ns
s＝1 as(xjsc－xksc)＋b(log(Ii－pj)－log(Ii－pk))/(1＋ρ)

(18)式はPriを含まないので、ペアワイズ評定型ではパラメータの推定が
可能であることがわかる。また、c→1と極限をとり、更にρ=0の場合には、
従来のペアワイズ評定型のアダプティヴ・コンジョイント分析のパラメー
タ推定に使用される(5)式と(18)式は一致する。(18)式でc→1と極限をとる
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場合には、属性の水準xjsは量的のみならずダミー変数などのカテゴリカル
データでも良い。

５．まとめ

金銭的な支出を伴うプロファイルを選択すると可処分所得が減少するの
で、その影響を反映できる効用モデルをコンジョイント分析で使用すること
が必要である。本論文では、このテーマについて三つの検討を行った。第一
に、金銭的な支出を伴うプロファイルを持つコンジョイント分析を利用した
古典的な研究論文における効用モデルには、「主効果モデル（属性と支出の
線形モデル）」、「可処分所得と属性の線形関数モデル」、「可処分所得の対数
と属性の線形モデル」の三種類がある事実を整理した。ただし、その効用モ
デルを採択した理由を経済学の効用理論から説明した論文は殆ど無く、例外
はRoe et al.（1996）であり、「可処分所得と属性の線形関数モデル」では暗
黙に「所得の限界効用が一定の効用関数」が仮定されていると指摘した。

第二に、「主効果モデル（属性と支出の線形モデル）」、「可処分所得と属
性の線形関数モデル」、「可処分所得の対数と属性の線形モデル」が暗黙に仮
定している効用関数を検討した。その結果、「主効果モデル（属性と支出の
線形モデル）」と「可処分所得と属性の線形関数モデル」では准線形効用関
数が暗黙に仮定され、「可処分所得の対数と属性の線形モデル」ではホモセ
ティック効用関数が暗黙に仮定されていた。ただし、いずれのモデルも心理
学の主効果と経済学の間接効用関数のうち所得に関する項の和をとる形式を
持つため、ミクロ経済学の効用理論だけには収まらない性質を持つ。このた
めに、古典的な研究論文は暗黙に仮定した効用関数に言及することを避けた
のかも知れない。

第三に、金銭的な支出を伴うプロファイルを対象として、ミクロ経済学の
効用理論の範疇におさまるコンジョイント分析の効用モデルを検討した。ま
ず、プロファイルの選択によって生じる属性の効用についてCES型効用関数
を仮定する。次に、金銭的な支出で減少した可処分所得の予算制約のもと、
同じくCES型効用関数を仮定して、その間接効用関数を得る。プロファイル
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の選択による効用とプロファイルを選択した後の可処分所得による消費で生
じた効用を加算した効用モデルは、経済学の効用理論の範疇におさまるもの
の、回答者が消費する財の価格情報を含んでいる。従って、選択型コンジョ
イント分析では同モデルのパラメータ推定は不可能であるが、効用の差分を
とるペアワイズ評定型コンジョイント分析ではパラメータの推定が可能とな
る。なお、新しく得られた効用モデルの差分は、CES型の引数の極限をとる
と、従来の「可処分所得の対数と属性の線形モデル」の差分と一致する。
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